
川崎市立看護短期大学紀要の電子化公開に関する規程

(趣旨)

第1条 この規程は，}II崎市立看護短期大学紀要(以

下「紀要」という。)の電子化公開について、必

要な事項を定めるものとする。

(電子化公開の目的)

第2条紀要の電子化公開は、紀要に発表された学

術研究の成果を電子的手段によって広く内外に発

信・提供し、もって学術研究の振興に寄与するこ

とを目的とする。

(用語の定義)

第3条 この規程において、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。

(1) 電子化公開 著作物の内容を電子的手段に

よってデジタル化し、ハードディスク等に蓄積

し、その蓄積されたデータを公開することをい

つO

(2 ) 閲覧者電子化公開されたデータを閲覧する者

をいう。

(3 ) 他の機関 データベースにより紀要を電子化公

開する組織をいう。

(事務の処理)

第4条 図書委員会(以下「委員会」という。)は、

この規程に定める紀要の電子化公開に係る事務を

処理する。

(利用の許諾)

第5条 川崎市立看護短期大学紀要の発行に関する

規程第3条により投稿の申出がなされた著作物の

著作権者は、この規程に定めるところにより、川

崎市立看護短期大学に対し、当該著作物の電子化

公開に関する著作権の行使を許諾したものとす

る。

2 前項の規定にかかわらず、著作物の電子化公開

を許諾しない者は、投稿に係る申出と同時に、電

子化公開不許諾申出書(第1号様式)により委員

会に申し出なければならない。

3 前項の申出にやむを得ない事由があると認めら

れるときは、委員会は、これに応じるものとする。
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4 委員会は、第2項の規定による申出の可否につ

いて、回答書(第2号様式)により回答するもの

とする。

(許諾内容)

第6条 第5条第l項の規定により著作権者が著作

権の行使を許諾する内容は、次に掲げるものとす

る。

(1) 著作物の内容を電子的手段によってデジタル化

し、ハードディスク等に蓄積し、データベース化

すること。

(2 ) データベースとして蓄積されたデータをネット

ワークを経由して送信すること。

(3 ) 著作物の全体を公開すること。

(4) 第1号から前号に掲げるほか、電子化公開に

関して必要な利用をなすこと。

(5 ) 第l号から前号に掲げる範囲内で、他の機関に

対し電子化公開に関する利用を許可すること。

(6 ) 前項の場合において、委員会が許可を解除す

る前に、既に他の機関において電子化公開してい

るデータについては、継続利用を認めることも可

とすること。

(7) 電子化公開に係る著作権者への対価は無償と

すること。

(公開の際の遵守事項)

第7条委員会及び他の機関は、紀要の電子化公開

にあたって、次のことを遵守しなければならない。

(1) 情報の発生元を明示すること。

(2 ) 著作権者の許可なく、著作物のタイトル及び

内容を改変しないこと。

(3 ) 著作者名及び著作権について表示すること。

(4 ) 閲覧者あてに著作権法遵守を求める注意書き

を表示すること。

(データ削除の申出)

第8条 著作権者は、自己の著作に係る電子化公開

されたデータの削除を希望する場合は、データ削

除申出書(第3号様式)により委員会あて申し出

るものとする。

2 前項の申出にやむを得ない事由があると認める



ときは、委員会は、これに応じるものとする。た

だし、委員会が、第6条第5号に規定する許可を

与えた場合において、当該機関が削除に応じない

ときはこの限りでない。

3 委員会は、第l項の規定による申出の可否につ

いて、回答書(第4号様式)により回答するもの

とする。

(委員会による削除)

第9条 電子化公開されたデータに公開を継続しが

たい事由が生じたときは、委員会は当該データを

削除し、又は他の機関に対し当該データの削除を

請求できる。

(利用許諾の特例)

第10条 委員会は、平成13年度以前に発行され

た紀要に掲載された著作物を電子化公開する場合

は、その許諾について、依頼書(第5号様式)によ

り著作権者に依頼するものとする。

2 著作権者は、前項の規定による依頼に応じる場

合、電子化公開許諾書(第6号様式)により委員

会あて回答するものとする。

(著作権者への報告)

第11条委員会は、著作権者の請求があるときは、

他の機関への利用許可状況を著作権者に報告する

ものとする。

(教授会への報告)

第12条 委員会は、他の機関に対し第6条第5号

に規定する許可を与え、又は既に与えた許可を解除

したときは、教授会にその旨報告しなければならな
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2 委員会は、第6条第5号の規定により電子化公

聞を許可された機闘が、委員会の許可を受けて他

の機関に対して電子化公聞を許諾し、又は当該許

諾を解除したときは、教授会にその旨報告しなけ

ればならない。

3 委員会は、第8条に規定する申出があったとき、

又は第9条に規定する事由が生じたときは、その

処理経過を教授会に報告しなければならない。

(委任)

第 13条 この規程の施行について必要な事項は、

委員長が委員会に諮って定める。

附則(平成 15年2月15日 14川看短第 1005

号)

(施行期日)

1 この規程は、平成15年3月1日から施行する。

(経過措置)

2 平成14年度発行の紀要に掲載された著作物に

ついては、第5条第l項の規定にかかわらず、著

作権者による電子化公開の許諾があったものとみ

なす。ただし、電子化公開を許諾しない者が、第

5条第2項を準用し、委員会あて不許諾の申出を

した場合はこの限りでない。

附則(平成 19年4月1日 19川看短第 117号

短期大学規程第8号)

この規程は、平成21年4月1日から施行する。



(7)文献の表記

①参照した文献は、本文中において該当する箇所の右肩に一連番号をつけ、本文の終わりに番号順に

したがって列挙する。

②参照した文献は、本文の最後にまとめて番号順に記載する。 SIST(科学技術情報流通技術基準)に

準じて記載する。

③著者が複数のときは、全ての著者名を列記することが望ましい。しかし著者が2名以上の場合は、

先頭に位置する著名 1名を記述し、その他の著者名は、和文では「他」、英文では ret al.Jを用い
て省略しでも良い。

④具体的な記載要領は次の通りとする。

a. 雑誌の場合→著者名.論文名.誌名.巻数，号数，出版年，はじめの頁 終わりの頁.

例l.花岡菖.戦略的アウトソーイングにともなうシステム監査のあり方について.システム監査.

Vol. 9. no. 2. 1996. p.2-lO. 

例2.Ledezma. Gustavo; Bejan.Adrian. Heat sinks with sloped fins in 

natural and forced convection.International Lournal of Heat 

and AssTransfer.voI.39. no.9. 1996. p.l773-1783. 

b.図書l冊の場合→編著者名.書名 版表示.出版者，出版年，総頁数.

例l 井手文雄 界面制御と複合材料の設計.シグマ出版. 1995. 250p. 

例2.McMillan.G.K.pH Measurementand Control.2nded.North 

Carolina.Instrument Society of America.l994. 299 p 

*abとも SIST http://ume.tokyo.jst/SIST /よりヲ|用。

(8)図表(写真を含む)とその説明文

①図表はそのまま写真製版可能なものとする。

②使用する言語は日本語か英文に統一する O 数字は図 1(Figure 1)、表 1(Table 1)のようにアラ

ピア数字を使用する。

③写真はモノクロ写真とし、カラー写真は認めない。

6.投稿手続き

1)投稿者は、投稿申し出書をその年度の受付締切日までに委員会に提出する。

委員会は投稿の申し出者に執筆についての通知をする。

2)原稿提出について

(1)投稿者は原稿3部およびフロッピーディスク等l枚、原稿提出書l部を IJII崎市立看護短期大学紀

要・年報編集委員会」へ直接または書留郵便で提出する O

(2 )原稿の締め切りは、毎年 10月末日とする O

(3 )委員会は投稿者に原稿受領書を発行する。

3)原稿の取り扱い

(1)投稿された原稿は査読を実施し、必要がある場合には投稿者に対し原稿の修正を求める。

(2 )記載の採否は、査読結果を参考にして委員会で決定し、投稿者に通知する。

(3 )委員会は体裁について必要があると認めたときは、投稿者に対し助言し修正を求める。

(4 )原稿の掲載は原則として種類毎の原稿到着順とする。

(5 )校正

投稿者による校正は原則として 2校までとし、指定期間内に返却する。校正に際して、加筆は原則

として認めない。

(6 )その他

編集およびその他の細部は委員会が協議して決める。
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